
事業番号 - - -

（ ）

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

消費者基本法第25条
独立行政法人国民生活センター法第10条

-

-

-

独立行政法人国民生活センター中期目標
独立行政法人国民生活センター中期計画

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業概要URL

関係する
計画、通知等

主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（5行程度以内）

-

当初予算：運営費交付金(A)

補正予算：運営費交付金(B)

予
算
額

-

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

-

その他

経
常
費
用

予算額(G) 524 557 489 310

執行率(I)
=(G)/(H)

50% 61% 90%

- - -

その他(E)

執行額(H) 263 338 440

278 344 489

255 315 461

- -

令和6年度要求

経
常
収
益

501 528 461 282 -

運営費交付金収益化基準 業務達成基準 業務達成基準 業務達成基準 業務達成基準

運営費交付金収益の割合
=(C)/(F)

91.7% 91.6% 94.3%

-

05- 003922

地方協力課 課長　加藤　卓生

会計区分 一般会計

セグメント単位の
考え方

中期目標等に定められている業務内容に基づき区分

セグメント名 独立行政法人国民生活センター運営費交付金（教育研修事業） 担当部局庁 消費者庁 作成責任者

事業開始年度 平成15年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

国民生活センター

2023 消費

令和５年度セグメントシート

本事業は、消費者行政職員、消費生活相談員等を対象とした研修を実施するなどにより、消費者行政職員、消費生活相談員等の実務能力の向上、消費者教育の推進等を目的と
する。

現状・課題
（5行程度以内）

本事業は、消費者行政職員、消費生活相談員等を対象とした研修の実施、消費生活相談員資格試験の実施等について、中期目標で指標として示した値を達成するなど、適切に
実施されている。

事業概要
（5行程度以内）

本事業は、①地方公共団体の消費生活相談員を対象とした研修、②地方公共団体の消費者行政職員を対象とした研修、③消費者団体、一般消費者等を対象とした研修、④小学
校、中学校、高等学校の教員等を対象とした研修、⑤企業の消費者関連部門の職員を対象とした研修等を行うほか、消費生活相談員資格試験及び調査研究を行う事業である。

歳出予算項・目 令和5年度当初予算 令和6年度要求 主な増減理由（・要望額・予備費）

(項) 独立行政法人国民生活センター運営費

(目) 独立行政法人国民生活センター運営費交付金 282

23 29 28

補助金等(D) -執
行
額

運営費交付金(C)

　計(F)
=(C)+(D)+(E)

計（A) 282 -



　アクティビティから長期アウトカムについて６つ以上記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

備考

改善の
方向性

独法所管部局による点検・改善

-

目標値 5段階評価中平均４以上 4 4 4 -

達成度 ％ 117.5 120 120 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

アクティビティである消費者行政職員や消費生活相談員を対象とした実務能力向上のための研修等の実施が、研修対象者のニーズに応じた研修の実施に直接結
びつくため。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

研修対象者のニーズに応じた研修の実
施

受講者等アンケート結果にお
ける満足度

成果実績 5段階評価 4.7 4.8 4.8

↓
成果目標①-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

地方公共団体の消費生活相談員や企業の
消費者関連部門の職員等を対象に消費生
活に関わる各種研修を行う。

地方公共団体の消費生活相談員や
企業の消費者関連部門の職員等を
対象にした消費生活に関わる研修実
施回数

活動実績 回 59 90 99 - -

当初見込み 回 96 98 101 - -

点検結果
消費生活相談員、行政職員、消費者団体、一般消費者、教員、企業職員といった幅広い対
象への研修を実施しており、消費者行政の充実に寄与している。

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度）

活動内容①
（アクティビティ）

消費者行政職員や消費生活相談員を対象とした実務能力向上のための研修等の実施

↓

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）

引き続き、研修施設を活用した研修を行うとともに、地方開催やオンライン研修の拡充についても検討を進める。また、受講者の参加意欲や満足度を高めるような
有益かつ受講者のニーズに応える研修を実施する。さらに、独立行政法人改革の一環として策定することとされた調達等合理化計画に沿って、一層の調達の合理
化を進める。一者応札となった場合は、要因分析を行うとともに契約監視委員会での検証を行い、改善に努める。

活動目標 活動指標



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

消費者庁

独立行政法人通則法（平成11年法律第
103号）第46条に基づく法律補助

Ａ.．（独）国民生活センター（研修事業）
318百万円

Ｂ．稲葉電気興業株式会社

72百万円
Ｃ．非常勤職員

32百万円

賃金相模原事務所非常用自家発電設備設置工事

Ｄ．株式会社河本総合防災
32百万円

「消費生活相談員資格試験」試験運営、受験申

込受付等業務

Ｆ．日本通信紙株式会社

19百万円 Ｇ．有識者等

16百万円

Ｅ．株式会社インソース

20百万円

教育研修事業に係る研修申込受付に係る業務

講師謝金等

【一般競争契約（最低価格）】

【その他】

H．リコージャパン株式会社

14百万円

【一般競争契約（総合評価）等】

I．テクノブロード株式会社

14百万円

【一般競争契約（最低価格）】

J．NECネッツエスアイ株式会社

10百万円

東京事務所電話交換機移設工事

本事業は、消費者行政職員、消費生活相談員等を対象とした研修を実施するなどにより、消費者行政職員、消費生活相談員等の実務

能力の向上、消費者教育の推進等を行う。具体的には以下のとおりである。

① 地方公共団体の消費生活相談員を対象とした研修

②地方公共団体の消費者行政職員を対象とした研修

③消費者団体、一般消費者等を対象とした研修

④小学校、中学校、高等学校の教員等を対象とした研修

⑤企業の消費者関連部門の職員を対象とした研修等、消費生活相談員資格試験及び調査研究

自動火災報知設備及び防排煙設備等の更新・統
合と調整等に係る改修工事

相模原事務所管理研修宿泊棟LED照明器

具更新工事

【一般競争契約（最低価格）】

K．株式会社ヨコモリ電池屋コーポレーション

9百万円

【一般競争契約（最低価格）】

大容量ポータブルバッテリー電源の調達

教育研修事業のリアルタイム配信における運
営支援業務

【一般競争契約（最低価格）】

【随意契約（特命）】

【その他】
【一般競争契約（最低価格）】

※職員人件費143百万円は除外している。
※自己収入があるため支出合計がAの額以上となっている。

【運営費交付金】



☑費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

計 16 計 14

チェック

支払報酬 講師謝金等 16 保守・修繕費
相模原事務所管理研修宿泊棟LED照明器具更
新工事

14

G.有識者等 H.リコージャパン株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 20 計 19

外部委託費
全国消費者ﾌｫｰﾗﾑのﾘｱﾙﾀｲﾑ配信における運営支援
業務

4

外部委託費
教育研修事業のﾘｱﾙﾀｲﾑ配信における研修運営支援
業務

6 外部委託費
「2023~2024年度消費生活相談員資格試験」試
験運営、受験申込受付業務

7

外部委託費 教育研修事業に係る研修申込受付に係る業務 10 外部委託費
「2022年度消費生活相談員資格試験」試験運
営、受験申込受付業務

12

E.株式会社インソース F. 日本通信紙株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 32 計 32

金　額
(百万円）

費　目 使　途

人件費 事務補助員賃金 5

人件費 非常勤職員賃金 27 外部委託費 自動火災報知設備他改修工事 32

金　額
(百万円）

計 318 計 72

C.非常勤職員 D.株式会社河本総合防災

費　目

防犯カメラ設置 1

使　途
金　額

(百万円）

運営費交付金 研修事業の運営に関する経費 318 建物附属設備

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A.（独）国民生活センター（研修事業） B.稲葉電気興業株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）

費　目 使　途

非常用自家発電設備設置工事 71

工具器具備品



支出先上位１０者リスト

A.（独）国民生活センター（研修事業）

B.稲葉電気興業株式会社

C.非常勤職員

D.株式会社河本総合防災

E.株式会社インソース

F. 日本通信紙株式会社

G.有識者等

H.リコージャパン株式会社

☑支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 リコージャパン株式会社 1010001110829
相模原事務所管理研修宿泊
棟LED照明器具更新工事

14
一般競争契約
（最低価格）

3 56.8％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- - ー1 研修講座講師等 - 研修講座の講師謝金 16 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

96.5％

2 日本通信紙株式会社 7010501010507 「2023~2024年度消費生活相談員資格試験」試験運
営、受験申込受付業務 7

随意契約（不
落・不調）

2 99.7％

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 日本通信紙株式会社 7010501010507 「2022年度消費生活相談員資格試験」試
験運営、受験申込受付業務 12

一般競争契約
（総合評価）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

2 98.9％3 株式会社インソース 5010001080795
全国消費者ﾌｫｰﾗﾑのﾘｱﾙﾀｲﾑ配
信における運営支援業務

4
一般競争契約
（最低価格）

2 株式会社インソース 5010001080795
教育研修事業のﾘｱﾙﾀｲﾑ配信に
おける研修運営支援業務

6
一般競争契約
（最低価格）

2 77.4％

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社インソース 5010001080795
教育研修事業に係る研修申込受
付に係る業務

10
一般競争契約
（最低価格）

2 64.7％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社河本総合防災 9021001011760
自動火災報知設備他改修工
事

32
一般競争契約
（最低価格）

4 75％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- -

- - -

2 事務補助員 -
研修講座実施等に係る運営
補助

5 その他 -

1 非常勤職員 -
研修講座実施等に係るカリ
キュラム作成等業務

27 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

60.1％ -

2 稲葉電気興業株式会社 6021001012778 防犯カメラ設置 1
随意契約（少

額）
- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 稲葉電気興業株式会社 6021001012778
相模原事務所非常用自家発
電設備設置工事

71
一般競争契約
（最低価格）

4

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
独立行政法人国民生活セン
ター

4021005002918
研修事業の運営に関する経
費

318
運営費交付金

交付
- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）


